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1988 年には第二次国民の健康づくり対策として ｢アクティブ 80 ヘルスプラン｣ が登場し, 従
来の施策を一層充実させるために, 運動面から健康づくりが促進された. 第三次国民の健康づく
り対策となる ｢21 世紀における国民健康づくり運動｣ (｢健康日本 21｣) が打ち出されたのは 2000
年である. 厚生省の通知の冒頭には, ｢健康を実現することは元来, 個人の価値観に基づき, 一
人ひとりが主体的に取り組む課題であるが, 個人による健康の実現には, こうした個人の力と併
せて, 社会全体としても, 個人の主体的な健康づくりを支援していくことが不可欠である｣ と趣
旨が示されている.
国民の健康づくり対策が 10 年以上にわたって展開されている間, 予想以上のスピードで進む
少子高齢化や, 治癒困難な慢性疾患の増加などによって, 従来の医療制度の限界がしだいに明ら
かになってきた. 2001 年の ｢医療制度改革大綱｣ には, 健康づくりや疾病予防の積極的推進に
向けた早急な法的基盤を含む環境整備が示され, 2002 年には健康増進法が誕生した.
健康増進に努めることは, 法律によって国民の責務となり, 国および地方公共団体には, 個人
に対する正しい知識や情報の提供, 人材養成や資源の向上とともに, 関係者に対する技術的援助




杉 山 章 子
レベルの ｢健康づくり｣ は相互に連関しながら, 多彩な展開をみせている. ｢個人の主体的な健
康づくり｣ を実現するためには, 住民と直接対峙する自治体レベルの活動展開のあり方が重要な
意味をもつ.
｢住民による健康増進活動の形成｣ その 1 とその 2 では, 長野県 ｢八千穂村｣ における調査を
もとに, 村の健康管理事業の中から住民主体の活動が生み出される経過を検証し, 行政・専門職
の支援のあり方について論じた. 本稿では, 長野県とならんで長寿で知られる沖縄県の ｢佐敷町｣
(2006 年 1 月に隣接した知念村, 玉城村, 大里村と合併して現在南城市となっているが, 本稿で




佐敷町は, 沖縄県那覇市の東方約 16km に位置する人口約 12000 人の町である. 町は, 町制施
行以前, 佐敷村の時代から結核の集団検診に取り組み, 1980 年に町となってからは, 国が打ち
出した第一次健康増進推進対策のもとで積極的な健康づくり事業を展開してきた.
ところが, 1990 年代に入って, 新設の民間病院に療養病床が出来たことなどから, 町の老人
医療費は急増し, 1996 (平成 8) 年度から 3 年連続で県下ワースト 2 位になってしまった. 国民
健康保険会計は危機的状況に陥り, 町の財政は破綻寸前にまで追い込まれた.
厳しい事態を切り開くために, 町は健康づくり事業の強化に乗り出す. 国の補助金を積極的に
活用してモデル事業を展開した結果, ひとり当たり老人医療費は着実に低下し, 2001 年には県
下 14 位になった. この成功は, 県内外から注目され, 町には全国各地の自治体から視察が相次
いだ1).
佐敷町の健康づくり事業を概観すると, 近年の ｢成功｣ は即時的なものではなく戦後の長い活
動の蓄積の上に実現したことがわかる. 本稿では, 町の健康づくりの流れをたどり, 成果を生み
出してきた要因を検討する.
 町による健康づくり事業の流れ
① 集団健診の発展 1970 年代
戦後初期の沖縄において, 結核は地域保健の重要課題であった. 佐敷村では, 保健所の協力を
得て早くから検診世帯票を作成してきめ細かい検診活動を行っていた. 集団検診の強化と併行し
て, 地域の既存組織を利用した結核に関する健康教育も展開された. その中心となったのは, 婦
人会や農協婦人部の女性たちである.
1970 年には, 農協婦人部が県中央組織の正式実施に先立って検診を開始し, 1975 年に農協組
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合員への助成を導入して検診内容の充実を図った2). その後, 農協検診を主導した婦人部は, 検
診車を購入してがん検診にも取り組み, 婦人の健康づくり事業に先鞭をつけた. また, 同時期,
琉球大学保健学部が, 各地区に入って老人健康診査を実施している. こうした流れの上に, 1978
年に入ると, 住民全体を対象とした集団健診が開始された.
琉球大学は, 地域の公衆衛生の充実を目指して, 1968 年, 医学部に先立って保健学部を設置
した. 保健学部が, 創設間もない頃から佐敷村に入って活動をしていたことは注目される. その
後, 町の健康づくり事業を支える外からの専門的支援は, 町制施行以前から始まっていたのであ
る.
② 町による健康づくり事業の開始 1980 年代
1980 年, 町制が施行され, 佐敷町が誕生した. 1978 年に始まった国の第一次国民健康増進推
進構想を追い風に, 町は本格的な健康づくり事業に着手する. 婦人会, 農協婦人部, 老人クラブ,
青年会, 商工会, 生活改善グループなど地域の諸団体の代表から成る健康づくり推進協議会が組
織され, 健康診断だけでなく健康教育にも力が入れられた.
健康教育は, 住民を対象とした健康教室を中心に展開された. まず, 地域の婦人, 母子保健推
進員, 健診で要注意・要治療とされた者の三者合同の健康教室と高齢者健康教室が開設され, 翌
年健康教室は, 婦人健康教室と健診によって指導が必要とされる要注意者・要治療者対象の健康
教室へと分化していった. 婦人健康教室は, 地域住民への教育とともに, 母子保健推進員や保健
推進員など住民の中から選出された健康づくり事業のリーダーへの研修も兼ねていた.
1984 年, 町がヘルスパイオニアタウン事業 (3 年間) の指定を受けたことによって事業はさら
に進展していく. 同年, 町では, それまで分立していた婦人健康教室, 健診の要注意・要治療者
対象の健康教室, 高齢者健康教室の三つの健康教室を統合して, 各地区公民館で実施する ｢健康
づくりの集い｣ を企画した. 全住民を対象とした地域ぐるみの健康教育の場が設定されたわけで
ある.
｢健康づくりの集い｣ は, 町民集団健康診査の前に開催され, 健康相談, 医療・福祉に関する
学習と同時に健康診査の必要性や内容・日程の説明が行われた. 健診後は, 医師や保健師, 栄養
士と役場職員が各地区ごとに健康相談を実施し, 注意すべき所見が認められた人には生活指導や
栄養指導を施した. 年度末には, 健康づくり推進大会が健康まつりと同時に開催され, 町民の健
康や生活の実態報告や体験談の発表が行われた.
病気の予防や治療だけでなく, 食生活改善の実践も進んだ. 国は 1983 年に, 健康づくりに従
事する地域住民を組織するために食生活改善推進員養成を呼びかけ, 各地で住民への働きかけが
始まった. 佐敷町では, 栄養改善教室を開催し, その継続の上に 1987 年食生活改善推進員教育
事業を立ち上げた. 専門職からの教育をうけた住民代表の推進員は, 各地区で伝達講習会を行い,




町制施行以降, 町の健康づくり事業は着実に進展している. 順調な発展の要因として, まずあ
げられるのは, 事業を担う組織づくりである. この時期, 町役場で健康づくり事業を担ったのは
住民課である. 住民課には, 保健衛生係, 母子保健係, 老人保健係, 1979 年からは福祉課から












な都市近郊の町にとっても, 健康づくり事業推進に欠かせない存在であった. 駐在保健婦は, 必
要に応じて県の諸機関や専門職の支援を導入し, 市町村という小規模な自治体が, 地域独自の実
践に取り組む際に大きな力となった.
③ 老人医療費の増加と対策 1990 年代
町の保健・医療行政にとって, 1990 年代初頭は試練の時期となった. 1990 年, 町に進出した
総合病院が, 1994 年に 250 床の老人病床の認可を受けたことから, 町の老人医療費は急増した.




力を得て, 毎年 65 歳以上の高齢者 300 人を対象に健康調査を実施し, 1997 年度から 5 年間かけ
て全員の調査を終えた. その結果をもとに保健師が要指導者の訪問指導を行い, 疾病の早期発見
と予防, 健康意識の向上を図った.





1999 年度からは, ｢生活習慣病｣ 予備軍への対応を企図した総合健康指導事業が始まる. 日ご
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費縮減を実現するという基本的方針は, 2000 年以降, 町づくり全体の中に位置づけられること
になる.
④ 健康の町宣言とモデル事業の推進 2000 年～
2000 年, 町は, 健康長寿でしかも幸福で生きがいある人生 (福寿) を全うできる ｢福寿の町
ジェントロピア佐敷｣ の建設を目指す 21 世紀にむけた新しい町づくりプランを策定した. ｢健康｣
は町づくりのキーワードとなり, 健康づくり事業はさらに進展した.
2000 年から 2003 年度に, 町は国保生活習慣改善モデル事業を実施し, 民間施設を利用した水
中運動教室や, 幼児・小中学生・主婦・勤労者など幅広い年代層を対象にした食生活講座, 5 つ
のモデル地区での住民による健康づくり活動, 生活習慣病を考える集いの開催など多彩な事業に
取り組んだ.
水中運動教室では, 受講者の追跡調査を行い, 体調が良くなったとの反響を得るとともに, ひ
とりあたり 8,599 円の医療費減少 (2002 年度調査) が認められた. 町内 16 地区の中から選ばれ
た 5 モデル地区では, 住民が中心となってウォーキング, 太極拳, 料理教室などが行われ, その
一部は, 事業終了後も地域に定着し活動を継続している.
2004 年度からは, 国保ヘルスアップモデル事業が始まった. ｢生活習慣病｣ 予備軍を対象に,
一次予防に重点をおいた国民健康保険の国庫補助事業である. 事業の中核をなす ｢ちゃーシュガー
!? 健康づくりプログラム｣ では, 琉球大学のプロジェクトチームの助言を得ながら, 住民の健
康意識の向上と自己管理能力形成を目指す健康教室を企画した.










町の健康づくり事業の展開 (表) を概観すると, 次のような特色が見出される.
① 町づくりプランにおける明確な位置づけ
1980 年の町制施行以来, 町では, 健康づくり事業を施策の重要課題として位置づけている.
国の提示した第一次国民の健康づくり推進運動を受けて, 町は 1980 年, 周辺の町村に先駆けて
健康づくり推進協議会を設置し, 同年スタートした心豊かなふるさとづくりを目指す C・G・G
運動 (安全と清潔, 緑と花, いたわりと寛容を表すクリーン・グリーン・グレイシャス運動) の
中で, 快適な生活環境実現のために健康づくり活動を推進した.
1999 年, 町は厚生省の ｢健康文化と快適なくらしのまち創造プラン｣ のモデル指定を受け,
2000 年にプランを策定して健康をキーワードとした町づくりを本格的に開始する. 5 つの基本方





































































町が事業推進の視点として示す ｢福寿｣ は, 健康長寿で幸福で生きがいのある人生を意味し,





となる町の健康課には, 国民健康保険係, 保健衛生係, 老人保健係など行政事務職と保健師や栄
養士など保健医療関連専門職が所属して一つのチームを構成し, 企画から実施まで緊密な連携を
保っている.
































福寿体操教室, 音楽療法教室等) や健康保持, 体力増進事業 (ウォーキング大会, 健康駅伝大会,





















こと, 住民代表を含む事業推進組織を形成したこと, 住民の健康意識の喚起に努め, 自主的活動








｢たんぽぽ｣ は, 健康課の課長と長年地域で活動してきた民生委員の女性 S さんとのやりとり
から生まれた. S さんは, 民生委員を務めるかたわら, 社会福祉協議会によるお年よりを支える
｢小地域ネットワーク｣ で活動していたが, 公的機関による事業に参加するのではなく自主的な
ボランティアグループの立ち上げを希望していた.
S さんの希望を知った健康課長は, ｢生き生き市町村を育む保健事業｣ による補助金交付を提









町職員との対等なコミュニケーションも活動を活性化させている. S さんは, 沖縄の他地域の
活動を見学するためにバスの手配を役場に依頼したり, 役場を通して得た補助金で活動場所を確
保するなど, 町職員と連絡をとりながら活動を展開している.
地域の諸団体の重なりあいも見逃せない. S さんは, 民生委員であると同時に婦人会の会員で
あり, 社会福祉協議会の事業 ｢小地域ネットワーク｣ にも参加している. また食生活改善事業に
参加して小学校への講習を引き受けることもある. S さんの中では, 公的なサービスへの参加と
自らのボランティア活動はひとつの地域活動となっているのである.
町が組織する母子保健, 健康づくり, 食生活改善に関わる推進員と社会福祉協議会による地域














福祉センターで講習を行った. 講習を受けて太極拳の型を覚えた住民は, 土曜日 2 時間の講習だ
けでなく日常生活の中での実践を開始した. 有志が集まって海辺の公園で太極拳を行う活動は,
毎朝欠かすことなく現在まで続いている. グループは, メンバーを特定することなく, その日に
集まった人で活動している.















2004 年度から開始された国保ヘルスアップモデル事業は, ｢生活習慣病｣ 予備軍とみなされる
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プロジェクトでは, 教室参加者の中から地域の健康づくりのリーダーを育て, 地域全体へ活動
が浸透することを目指している. 第一期生の H さんは, 教室修了者が作ったウォーキングサー
クルのリーダーである. リーダーといっても, 毎月第二土曜日の午前中皆で歩く 1 時間半から 2
時間のコースを下見して決める以外にさしたる役目はない. 健康教室の修了者を中心に 20 名く
らいが参加するが, 誰が参加してもよい. 歩き終わったら次の日時を確認して解散し, 組織といっ
た形態はとらない. 一見歩くだけの集まりに見えるが, この活動は健康教室のフォローアップと
も重なり, 健康教室で身につけたライフスキルの定着に役立っている.




楽しみながら食生活を変え, 運動を生活に取り入れた H さんの傑出した健康管理能力に注目
した町では, 健康づくり事業の中でたびたび体験談発表の場を設定した. 定年退職した H さん
は, 現在健康づくり推進員を務めるかたわら, 自ら地域でお年寄り対象のサークルを立ち上げた
り地域活動の推進役となっている.






モデル事業 3 年目の課題である健康づくりリーダー養成にあたって, 町では, 地域の人々の間
に存在する ｢関係｣ に着目して, 住民の中で ｢モデル｣ となる人づくりと活動の環境整備を目指
している.
取り上げた 3 つの住民活動は, いずれも国保モデル事業の中から生まれている. 事業終了後も,
活動が途絶えることなく続いている背景には, 町による適時・適切な支援がある.
スムーズな支援の基本は, 町職員と住民との間の良好なコミュニケーションであった. 民生委






















佐敷町においても, 1985 年に町保健婦が採用されるまでの間, 県の保健婦が駐在し地域保健




て業務を共にし, 実践を通して現任訓練された. 佐敷町においても, 駐在保健婦の高い資質は町
保健婦へと伝えられ, 現在町の保健師はその力量を健康づくり活動の中で存分に発揮している.







である. 大学は, 地域に出向くフィールドワークも積極的に展開し, 佐敷町は早くからそのフィー
ルドとなり, 専門家の協力を得る機会に恵まれた. 大学のスタッフが, 町の健康づくりチームの
一員として参加していることによって, 事業内容の質の高さが担保されているのである.
社会福祉論集 第 116 号
48
 地域社会が培ってきた ｢力｣
佐敷町の健康づくり事業は, 戦後の地域活動の蓄積の上に発展してきた. 1970 年代から 1980
年代にかけて, 村から町に移行する時期の健康づくり活動は, 婦人会の存在抜きには語れない.
当時, ほぼ全世帯の主婦が参加していた婦人会は, 地域の生活問題に取り組む強力な組織であっ










保健婦の育成がほとんどなされないままに敗戦を迎え, 戦後は, 米軍の直接統治下で, 戦前とは
断絶した新たなシステムが形成されたのである. また, 1972 年に復帰するまでの約 27 年間, 本
土から切り離されたひとつの地域として統治されたために, 県と市町村との関係は国―県―市町
村という中央集権的行政の枠組みでは説明できない.
一方, 地域社会の中に ｢ユイマール｣ の伝統が維持されているという戦前からの連続面も見逃
せない. 本土では戦後の高度成長期の急速な産業化によって失われていった人と人のつながりが,
沖縄では維持されてきた. こうした互助関係は, ｢互いに助け合わないと生きていけない｣ とい
う生活が生み出したという側面をもち, 都市部では希薄化の傾向もある. しかし, 市町村の中に
ある地区 (集落) 単位の人間関係においては, ｢ユイマール｣ は形を変えながらも存続し続けて
いる.




位に存続する ｢ユイマール｣ の伝統を活かして活動を展開し, 住民の主体的な動きを作り出した.
戦後ゼロからのスタートであったからこそ実現した保健所の活発な活動や駐在保健婦制度など









｢健康日本 21｣ に掲げられた ｢国民の自由な意思決定に基づく健康づくりに関する意識の向上
及び取組を促す｣ という趣旨を実現するためには, 国・自治体の施策が重要なポイントとなる.
国が打ち出す健康増進施策の流れの中で, 各自治体はいかにして ｢自由な意思決定｣ に基づいた
















て, 事業の遂行を最優先に組織が形成され, 事務職と保健医療専門職, 管理職とスタッフ, 役場
や医療機関と委嘱を受けた住民代表の間のコミュニケーションがスムーズに行われている. また,
地域の中で住民による多様な組織が形成され, 行政と連携しつつ柔軟な動きをみせており, 行政
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図 2 健康づくり事業にかかわる組織と人のつながり
























によって優れた手法が編み出された. 長年の連携をへて, 町や村にとって, これらの協力機関は,
外からの支援者にとどまらす健康づくりのパートナーにまで関係が深まっている.
そして, どちらの自治体でも, 活動の蓄積が地域の関係機関のネットワークを形成し, 健康づ





沖縄県佐敷町では, 健康教室の修了者などから ｢種まき人｣ を選んで既存の ｢ユイマール｣ に
委ね, 行政の ｢指導｣ は控えている. 一方, 八千穂村および佐久病院では, 学習を通じた住民組
織の拡大が試みられている. 病院で開催される地域保健学習講座で学んだ人が同窓会活動を通じ
て健康づくりの ｢種まき人｣ を増やしていくという方法である. 新たな ｢ユイマール｣ 形成の試
みといってもよいだろう. この違いは, 双方の地域特性を反映しており, 違いが生じることが,
双方の独自性とアセスメントの確かさ示している.
二つの自治体を比較しながら, 住民主体の健康づくりの実現過程を検討してみえてくるものは,
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注1 ) 2000 年 6 月から 2002 年 5 月までに全国各地から 24 の団体が視察に訪れた (｢沖縄タイムス｣ 2002 年
5 月 26 日).
2 ) 宮城重二・志村政子 ｢佐敷町の保健活動の実践と展望｣ 『公衆衛生』 52 (1), pp. 60-65, 1988.
3 ) 沖縄県では, 戦後発足した県による保健婦駐在制が復帰後も継続され, 1997 年地域保健法全面施行に
よる駐在制廃止以前に保健婦採用に踏み切る市町村はわずかであった.
4 ) 2005 年 11 月 22 日聞き取り調査.
5 ) 高江洲順達 ｢佐敷町の健康づくり事業について｣ 佐敷町健康課
6 ) 国保中央会 ｢市町村における医療費の背景要因に関する報告書｣ (1997) に, 八つの柱の中のひとつ
として示されている.
7 ) 高江洲順達 ｢保健事業の強力展開で老人医療費は低減!!｣ 『国保新聞』 2002 年 1 月 1 日
8 ) 佐敷町 『健康文化と快適なくらしのまち創造プラン』 p34, 2000.
9 ) グループの活動資金や活動場所の確保, 移動に必要な車両の提供などを求める住民の声に, 役場の職
員は柔軟に応じている (2005 年 11 月 21 日, 健康ボランティアサークル代表より聞き取り調査).
10) 2006 年 2 月 21 日, 新開地区住民グループメンバーから聞き取り調査.
11) 地域保健を担う人材養成を目指して, 衛生・公衆衛生関連科目には, 文部省が指示する医学教育にお
ける時間数 210 の倍以上の 520 時間が充てられていた (『琉球大学医学保健学科 20 周年記念誌』 p98,
1990.).
12) 2005 年 11 月 21 日, ｢たんぽぽ｣ 代表 S さんから聞き取り調査.
13) 2006 年 2 月 21 日, 毎朝太極拳を続けるグループの世話役 T さん夫妻から聞き取り調査.
14) 2006 年 6 月 5 日, 健康教室終了後ウォーキンググループに参加している H さんから聞き取り調査.
15) 杉山章子 ｢住民による健康増進活動の形成 その 1｣ 『日本福祉大学社会福祉論集』 114, p58, 2006.
16) 沖縄県 『人々の暮らしと共に 45 年―沖縄の駐在保健婦活動―』 pp. 1-30, 1999.
17) 2006 年 9 月 11 日, 母子保健推進員から聞き取り調査.
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